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派遣労働者の同一労働同一賃金
労使協定セミナー 入門編

セミナー開始まで、しばらくお待ちください。

・資料をお手元にご準備ください。
・通信機器・環境等の不具合等についての対応はできませんのであらかじめご了承ください。
・ご質問については、質問票にご記入の上、メールでお願いいたします。
・ミーティング（セミナー）退室後、又は終了後にアンケート画面が開きますので、ご回答を

お願いいたします。

神奈川労働局 職業安定部 需給調整事業課



派遣労働者の同一労働同一賃金
労使協定セミナー 入門編

神奈川労働局 職業安定部 需給調整事業課

令和８年９月11日作成
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説明資料
１ 説明資料
（１）「派遣労働者の同一労働同一賃金 労使協定セミナー 入門編」※お手元にご準備ください

２ 参考資料【略称】
（１）派遣労働者の同一労働同一賃金過半数代表者の適切な選出手続きを
（２）労働者派遣事業関係業務取扱要領【要領】
（３）-１令和８年度の「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

第30条の4第1項第2号イに定める「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」」
等について【通達】

（３） -２労働者派遣法【法】、（３） -３労働者派遣法施行規則【則】

（４）労使協定イメージ（令和８年１月２８日公表版）【イメージ】
（５）確認書のイメージ（令和６年２月７日公表版）【確認書】
（６）派遣労働者の同一労働同一賃金に関するQ＆A（統合版）令和８年８月28日版【Q＆Ａ】
（７）派遣労働者の同一労働同一賃金 改正ポイントのご案内
３ 参考資料等掲載箇所

（１）厚生労働省ＨＰ「派遣労働者の同一労働同一賃金について」

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000077386_00001.html
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本日の内容
１ 労使協定書の締結の流れとポイント

（１）過半数代表者の選出方法

ア 派遣労働者以外も含む全労働者の過半数代表者

イ メールなど意向確認の際の注意点

（２）労使協定書の作成方法

ア 同一労働同一賃金とは？労使協定書の締結理由は？

イ 労使協定書に定めなければならない事項

ウ 確認書の作成

（３）労使協定書の周知方法

２ 令和8年度労働者派遣法施行規則等及び派遣労働者同一労働同一賃金の改正について



（１）過半数代表者の選出方法

ア 派遣労働者以外も含む全労働者の過半数代表者

イ メールなど意向確認の際の注意点

4

１ 労使協定書の締結の流れとポイント
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ア 派遣労働者以外も含む全労働者の過半数
代表者

① 過半数代表者は、労働基準法第41条第2号に規定する部長、
工場長など、労働条件の決定その他の労務管理について経営
者と一体的な立場である管理監督者ではないこと

② 過半数代表者を選出するために選挙などの正しい手続き必要

③ 派遣労働者以外の労働者も含めた全労働者から確認が必要

• 会社の代表者が、労働者を指名している
• 管理監督者であるマネージャーを過半数代表者にしている
• 派遣労働者のみに意向を確認している
• 過半数労働者になったことで解雇した

これらの例はすべて不適切な取り扱いとなり、労使協定自体
が無効となる場合があります。

不適切な取り扱いの例



① メールで通知をして、返信しない人を「賛成した」とみなす
方法は不適切

② 返信がないだけでは、「労働者の過半数が本当にその代表
者を支持しているか」が明確にならない

③ 電話・訪問などで、労働者本人の意思を直接確認する必要

（参考）Q＆A １－12～14

適切な手続きにより選出された過半数代表者と締結された労使協
定でなければ、労使協定は無効となり、均等・均衡方式、
又は労使協定方式のいずれを採用するかを改めて選択す
る。

（参考）法第30条の３第１項、第２項、法第30条の４第１項
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イ メールなどでの意向確認の際の注意点
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（参考）過半数代表者の選出手順（図解）

⑤労使協定書の締結へ
適正に選出された代表者と協定を締結 不適切な選出の場合、協定は無効となる

④事務スペース・事務機器の提供など必要な配慮
選出後、代表者が事務を円滑に行える環境を整備

③管理監督者でないことを確認
部長・工場長・店長などは選任不可

②投票・挙手など「民主的な手続き」で選出
メールで通知 → 返信なし＝賛成扱い は不可 本人の意思を直接確認（電話・訪問など）

①全労働者に候補者を提示
派遣労働者だけでなく、正社員・契約社員も含む



ア 同一労働同一賃金とは？労使協定書の締結理由は？

イ 労使協定書に定めなければならない５つの事項

ウ 確認書の作成

８

（２）労使協定書の作成



① 派遣労働者の同一労働同一賃金とは、派遣労働者が、派遣
先で同じ仕事をする正社員と比べて不合理な待遇差を受け
ないようにする制度です。

② 派遣労働者の同一労働同一賃金では、待遇を「派遣先均
等・均衡方式」または「労使協定方式」のいずれかで決定
する。

③ 労使協定方式を採用する理由は、派遣元が自社の制度に基
づいて待遇を決められ、派遣先の正社員との詳細な比較や
情報提供が不要となり、待遇が安定するためです。

９

ア 同一労働同一賃金とは？労使協定書の締結理由は？ 

（参考）法第30条の３

a 派遣先均等・均衡方式

＝派遣先の通常の労働者と比較して派遣労働者の待遇を確保

ｂ 労使協定方式

＝一定要件を満たす労使協定により派遣労働者の待遇を確保
（注意）

（a）いずれの方式を採用した場合でも右の書類にある食堂、休憩室、
更衣室、教育訓練に関する情報提供は必要

（b）労使協定方式を選択した場合、派遣先均等・均衡方式は適用され
ない

②の補足

（参考）法第30条の４第１項
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① 派遣労働者の範囲
② 賃金の決定方法
③ 賃金以外の待遇の決定方法
④ 教育訓練を実施すること
⑤ 有効期間

（注意）
a 労使協定で定めた事項を遵守していない場合、又は公正な評価に取り組んでいない場合、
労使協定書が無効
b 均等・均衡方式、又は労使協定方式のいずれを採用するかを改めて選択

(参考)法第30条の４第1項､則第21条の7第1項

イ 労使協定書に定めなければならない５つの事項
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① 派遣労働者の範囲
ａ 職種、労働契約期間（有期、無期）などといった客観的な基準によらなければならない。

（参考）要領第６の５（６）イ

（対象となる派遣労働者の範囲）
第１条 本協定は、派遣先でソフトウェア作成の業務に従事する従業員（以下「対象従業員」という。）に適用
する。

（対象となる派遣労働者の範囲）
第１条 本協定は、期間を定めないで雇用される派遣労働者（以下「対象従業員」という。）に適用する。

職種で範囲を限定する場合の例

労働契約期間で範囲を限定する場合の例

b 特段の事情がない限り、一の労働契約期間中に協定対象者であるか否かを変更しようとしないこと。
（参考）要領第６の５（６）へ（ハ）

（参考）イメージ １ページ第１条第３項 参照

３ 甲は、対象従業員について、一の労働契約の契約期間中に、特段の事情（※）がない限り、本
協定の適用を除外しないものとする。

（※）特段の事情

・対象労働者の範囲が職種で決められており、派遣労働者が職種転換した

・派遣先均等・均衡方式に待遇決定方式を変更しなければ派遣労働者が希望する就業機会を提供できず、派遣労働者が
変更に合意した。

（参考）イメージ １ページ第１条第１項 参照
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② 賃金の決定方法

ａ 派遣労働者が従事する業務と、同種の業務に従事する一般賃金
（※）と同等以上の賃金となるもの

b 派遣労働者の職務の内容、成果、意欲、能力、又は経験等の向上が

あった場合に賃金が改善されるもの

（例）昇給規定、能力手当等を支給するなど

ｃ 派遣労働者の職務の内容、成果、意欲、能力、又は経験等を公正

に評価して賃金を決定するもの

（例）評価表、評価規定など

労使協定方式における賃金の決定に関して、以下のaからcまでの３
つの要素を満たす必要がある

（※）一般賃金とは、一般労働者の平均的な賃金額のこと



まとめると、（a）一般基本給・賞与等諸手当含む（時間外手当、深夜手当、休日手当を除く）、
（b）一般通勤手当（実費支給または定額支給）、（c）一般退職金(退職金制度、退職金前払い、
合算、中退共制度加入）に分けてそれぞれ比較

13
（参考）通達

ａ 派遣労働者が従事する業務と、同種の業務に従事する一般賃金

と同等以上の賃金となるもの

労使協定方式では、派遣先均等・均衡方式とは異なり、派遣先の正社員との待遇比較は行わない

その代わり、最低基準として、派遣労働者の賃金が一般賃金以上とすることで、同一労働同一賃
金にいう、不合理な待遇差の禁止という趣旨を満たす

加えて、通勤手当と退職金について、別途、一般通勤手当、一般退職金以上とする必要がある
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一般基本給・賞与等の額（※）の求め方は、「職種別の基準値×能力・経験調整指
数×地域指数」により算出する

（a）一般基本給・賞与等

（※）一般基本給・賞与等は、時間外手当、深夜手当、休日手当は除く

職種別の基準値を定

める

• <手順１>使用する統

計調査等を労使で選択

する

• <手順２>比較する職

種を決める

能力・経験調整指数

を定める

• <手順３>派遣労働者

の業務内容や難易度か

勤続何年目かを検討す

る

地域指数を定める

• <手順４>派遣先の事

業所所在地の都道府県、

又はハローワークの指

数



＜手順１＞使用する統計調査等を別添１又は別添２から労使で選択する

別添１「賃金構造基本統計調査」

賃金構造基本統計調査による職種別平均賃金

全ての職種は網羅していないが、実際に企業が支払った賃金を調査
したもの

15
（参考）イメージ ２ページ第３条（一）

（a）一般基本給・賞与等

別添２「職業安定業務統計」

職業安定業務統計の求人賃金を基準値とした一般基本給・賞与等の
額

全ての職種を網羅、実際の賃金ではなく、ハローワークの求人の賃
金であるもの



＜手順２＞比較する職種を決める

・協定対象派遣労働者が従事する業務と最も近いと考えられるものを選択

・「賃金構造基本統計調査の役職及び職種解説」又は「第5回改訂 厚生労働省編 職業分類職業分類表

改訂の経緯とその内容」を参照

（例）別添１「賃金構造基本統計調査」を選択した場合

16

参考値
（0年）

基準値
（最大
値）

20年10年5年3年2年1年基準値
（0年）

1,727－2,5582,0581,9271,8001,7561,6411,442産業計

4,145－6,3125,0774,7534,4404,3344,0493,5581031管理的
職業従事者

2,130－3,1842,5682,3982,2402,1862,0431,7951051
研究者

（参考）イメージ ２ページ第３条（一）

（参考）イメージ ６ページ第４条、１６ページ

（a）一般基本給・賞与等

＜手順３＞能力・経験調整指数を決める

手順２

手順３



都道府県別地域指数

100.0全国計

107.2埼玉

106.7千葉

111.4東京

110.1神奈川

＜手順４＞地域指数を決める
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職業安定業務統計による地域指数（抜粋）

（出所）通達別添３をもとに作成

ハローワーク別地域指数

110.1神奈川

112.31401横浜計

108.61403戸塚計

110.71404川崎計

106.41405横須賀計

106.81406平塚計

104.51407小田原計

（参考）イメージ ３ページ第３条（二）

（a）一般基本給・賞与等

• 派遣先の事業所その他派遣就業の場所の所在地を含む都道府県またはハローワーク別の指数を選ぶ

• 地域指数は「派遣元」ではなく「派遣先の事業所所在地」で決定する

• 都道府県指数とハローワーク指数を使い分ける場合は 理由を協定に記載する必要がある



賃金構造基本統計調査（抜粋）
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基準値に能力・経験調整指数を乗じた額
基準値
（０年）

20年10年5年3年2年1年

2,9632,3832,2312,0842,0341,9001,670
1104 ソフト
ウェア作成者

都道府県地域指数

110.1神奈川

職種（別添1「賃金構造基本統計調査」）

1,900円（１年目）

（a）一般基本給・賞与等

（例）

別添１「賃金基本構造統計」から「1104 ソフトェア作成者」、能力・経験調整指数を「１年目」、地域
指数を別添３「都道府県別地域指数」から「神奈川」を選択した場合

職業安定業務統計による地域指数（抜粋）

能力・経験調整指数 地域指数（別添３「都道府県別地域指数」 ）

110.1×1/100（％に換算）×

＝2,091.9
＝2,092円（１円未満端数切り上げ）

（注意）

• 協定対象派遣労働者の業務に関する達成等の能力、及び経験を踏まえつつ、一般労働者の勤続何年目相当
かを考慮し、適切なものを選択

• 派遣先の事業所所在地の都道府県、又はハローワーク別の地域指数を選択

• 複数ある場合は最も高い指数、或いは各地域の指数を用いることも可能
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（b）一般通勤手当

• 一 般 通 勤 手 当 の 比 較 方 法 は 、 実 費 支 給 （ 上 限 な し ） 、 実 費 支 給 （ 上 限 あ り ） 、 定 額 支 給 の 場 合 の ３ 種 類

• 実費支給（上限なし）の場合は、通勤に要する実費相当額を支給することになるため、一般通勤手当額との比較は不要

• 実 費 支 給 （ 上 限 あ り ） の 場 合 は 、上限額を時給額換算して7 9円以上かどうか確認す る

• 定 額 支 給 の 場 合 は 、定額を時給額換算して7 9円以上かどうか確認す る

• 通 勤 手 当 を 支 給 し て い な い 場 合 は 、 合算方式により一般通勤手当相当額を含めた一般賃金総額以上かどうか確認する

（三）通勤手当については、別途定める○○人材サービス株式会社賃金規程第○条に従って、通勤
に要する実費に相当する額を支給する。

（参考）イメージ ３ページ第３条（四）

（参考）イメージ ４ページ 記載例

（三）通勤手当については、別途定める○○人材サービス株式会社賃金規程第○条に従って、月額
○円（時給換算額○円）までの範囲内において、通勤に要する実費に相当する額を支給する。

通勤手当に上限額がある場合の記載例

一般通勤手当の要点

通勤手当に上限額がない場合の記載例
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（c）一般退職金

• 一 般 退 職 金 の 比 較 方 法 は 、 退 職 金 制 度 そ の も の を 比 較 す る 方 法 、 一 般 退 職 金 と 同 等 以 上 を 確 保 す る 方 法 、 中 小 企 業
退 職 金 共 済 （ 以 下 「 中 退 共 」 と い う 。 ） 等 に 加 入 す る 方 法 の ３ 種 類

• 退 職 金 制 度 そ の も の を 比 較 す る 方 法 を 除 き 、派遣元の退職金が一般基本給・賞与等 ×５％以上かどうか確認す る

• 退 職 金 を 支 給 し て い な い 場 合 は 個 別 比 較 は 不 要 だ が 、 合算方式により一般退職金相当額を含めた一般賃金総額以上かどうか確認
する

一般退職金の要点

• 別添４（一般労働者の退職手当制度の実態：制度保有率・所要年数・支給月数・支給額）と比較

• 派遣元の制度が別添４の一般労働者の水準以上なら「同等以上」

退職金制度そのものを比較する方法

• 一般労働者の「退職給付等の費用の割合（＝５％）」を 一般基本給・賞与等に乗じて一般退職金額を算出

• 派遣元の退職金相当額がこの額以上なら「同等以上」

• 一般退職金の計算にあたり、端数について、1円未満は切り上げ

一般退職金と同等以上を確保する方法

• 中退共や企業年金の事業主負担掛金が一般退職金（＝一般基本給・賞与等× 5％）以上なら「同等以上」

• 一般退職金の計算にあたり、端数について、1円未満は切り上げ

中退共等に加入する方法
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• 通達に示される３つの場合のみ比較可能

• 合算後に協定賃金と同等以上になっているか確認

合算方式の要点

①基本給＋通勤手当（退職金別途比較）
[一般賃金] 基本給＋79円
[協定賃金] 基本給＋通勤手当

②基本給＋退職金（通勤手当別途比較）
[一般賃金] 基本給＋5％
[協定賃金] 基本給＋退職金

③基本給＋退職金＋通勤手当（全部比較）
[一般賃金] 基本給＋5％＋79円
[協定賃金] 基本給＋退職金＋通勤手当

基準値及び基準値に能力・経験調整指数を乗じた値

２０年１０年５年３年２年１年０年

2,9632,3832,2312,0842,0341,9001,670

通 達 に
定 め る
賃 金 構
造 基 本
統 計 調
査

ソフト
ウェア
作成者１

3,2632,6242,4572,2952,2402,0921,837
神奈川
110.1

地域
調整

２

3,4272,7562,5802,4102,3522,1971,929
退職金（５％）

上乗せ後
３

通達が示す３つの場合 （例）②基本給と退職金の項目を比較する場合
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（参考）要領第６の５（６）ニ

（参考）イメージ ９ページ 第６条

第６条 教育訓練（次条に定めるものを除く。）、福利厚生その他の賃金以外の待遇については正社員と同
一とし、○○人材サービス株式会社社員就業規則第○条から第○条までの規定を準用する。

（参考）イメージ 10ページ 記載例

第６条 教育訓練（次条に定めるものを除く。）、福利厚生その他の賃金以外の待遇については、正社員に
適用される○○人材サービス株式会社○○就業規則第○条から○条までの規定と不合理な待遇差が生じること
とならないものとして、○○人材サービス株式会社○○就業規則第○条から第○条までの規定を適用する。

③ 賃金以外の待遇決定方法

• 労使協定方式で派遣先と比較するものは、 教育訓練・給食施設・休憩室・更衣室の利用機会の４点のみ

• 教育訓練と福利厚生（給食・休憩室・更衣室）以外の待遇は、 派遣元の通常の労働者と比べて不合理な差
が出ないように決定する

• 例としては、転勤用社宅、病気休職、慶弔休暇等の特別休暇などがある

賃金以外の待遇決定方法の要点

正社員と完全同一扱いとする場合

不合理な差が生じないように適用する場合
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（参考）要領第６の５（６）ホ

（参考）イメージ10ページ 第７条

（教育訓練）
第７条 労働者派遣法第30条の２に規定する教育訓練については、労働者派遣法

に基づき別途定める「○○人材サービス株式会社教育訓練実施計画」に従って、着
実に実施する。

④ 教育訓練を実施すること

• 教育訓練は、派遣元が作成した教育訓練計画に基づき、能力を段階的・体系的に
高める内容として実施する

• 教育訓練計画とは、派遣労働者の能力を段階的・体系的に高めるために、訓練内
容・時期・方法・対象者などを整理した計画であり、派遣元はこの計画に基づい
て教育訓練を実施する必要がある

教育訓練を実施することの要点
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（参考）要領第６の５（６）ヘ（イ）

（参考）イメージ 10ページ 第９条

（有効期間）
第９条 本協定の有効期間は、○○年○月○日から○○年○月○日までの○年間

とする。

⑤ 有効期間

• 労使協定書の有効期間は労使で任意に定められ、期間満了後は効力を失うため、
継続する場合は再締結が必要

• 一般賃金が毎年度改定されることから、有効期間を１年としている事業所が多い

• 有効期間の始めと終わりのそれぞれを記載

有効期間の要点
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（参考）要領第６の５（６）ヘ（イ） 

• 一般賃金が改定された場合は、有効期間中でも「同等以上」を確認し、同等以上なら確認書を添付、同等以
上でなければ協定を再締結

• 協定対象派遣労働者の賃金額を変更する場合は、労使協定の再締結が必要

確認書の作成の要点

（参考）確認書の本文 （参考）別紙

協定賃金が一般賃金以上
か確認

ウ 確認書の作成
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（３）労使協定書の周知方法

（参考）法第30条の４第２項、則第25条の11、要領第６の５（７）

• 労使協定書は、派遣元が雇用するすべての労働者に対し、書面交付、
電子メール、イントラネットでの常時閲覧、掲示等の確実に確認でき
る方法で周知する必要がある

• 掲示等の場合は概要の書面配付も必要

労使協定書の周知方法の要点
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２ 令和8年度労働者派遣法施行規則等及び派遣労働者
同一労働同一賃金の改正について

ア 改正の目的
①派遣労働者がどの雇用形態でも納得できる待遇を受けられるようにする
②均等・均衡待遇や労使協定方式の「運用の実効性」を高める
③説明義務・評価・協定の運用など、実務の改善を促す

イ 改正の主なポイント
①待遇差の説明義務が強化
②均等・均衡待遇のガイドラインが大幅に明確化
③公正な評価による待遇改善の促進（評価→賃金改善の流れを強化）
④労使協定方式の運用改善（協定の締結・周知・賃金決定の留意点）
⑤派遣先の配慮義務の明確化（駐車場など）

「説明」「均等・均衡」「評価」「協定」「派遣先の協力」の５つが強化
された改正

（１）今回の改正の全体像
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ア 雇入れ時・派遣時の明示事項に追加
新たに以下が追加される
「待遇の相違の内容・理由について、派遣元に説明を求めることができる旨」

イ 説明の方法（派遣元指針で明確化）
①資料を使って口頭で説明
②説明事項をすべて記載した資料を交付
③口頭説明の場合も、使用した資料を渡すことが望ましい

ウ 説明を求められない場合でも周知が望ましい
①契約更新時などに、待遇差の内容をまとめた資料を渡す
②「説明を求められる」こと自体を周知する

（２）待遇差の説明義務の強化（派遣元が必ず対応すべき点）

派遣労働者が「説明を求められる」ことを、必ず明示

説明を“求められたらやる”ではなく、積極的に周知する方向へ強化
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ア 均等・均衡待遇（派遣先比較）の明確化
ガイドラインが大幅に強化され、以下の待遇は「正社員と同一支給」が明確化
無事故手当、家族手当、住宅手当（転居を伴う配置転換がある場合）、病気休職・休暇、夏季冬季休暇、

褒賞、退職手当（性質・目的の整理）
→ 「正社員人材確保論」だけでは差を正当化できないことも明記。

イ 労使協定方式の運用改善（派遣元指針の強化）
①代表者の事務スペース・機器の提供などの配慮が必要
②協定を守らない場合は均等・均衡方式の適用に戻る（協定無効扱い）

ウ 賃金決定の留意点（協定方式）
①一般賃金水準を遵守
②経済・物価・賃金動向を踏まえて協議
③一般賃金が下がっても、従前の賃金を基礎に協議することが望ましい
④賃金引下げは労働条件の不利益変更 → 労使双方の合意が必要

エ 労使協定の周知義務
協定締結時・更新時・雇入れ時に、 書面交付・メール・イントラネット・掲示等で周知する義務 （掲示

の場合は概要の書面周知も必要）

（３）均等・均衡待遇と労使協定方式の運用改善
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ア 公正な評価による待遇改善（派遣元指針の強化）
① 派遣先に協力を求めつつ、業務状況を把握して評価
② 評価結果を派遣労働者にフィードバック
③ キャリアコンサルティングを勧奨
④ 教育訓練・就業機会の提供を総合的に実施 → 評価→ 教育訓練→ 就業機会→ 賃金改善の好循環を作る

ことが重要

（４）公正な評価・派遣先の協力・その他の改正点

これらの取組を継続的に実施することによって、
派遣労働者の希望する働き方の実現と待遇の改善に向けた好循環を生み出すことが重要

職務の成果等の向上による

待遇の改善

正確な情報の把握

派遣先に協力を求めつつ、派遣労働者の職
務の遂行状況等を把握

適切な就業機会の提供
希望・能力・経験等に応じた就業機会の確保・
提供

高度な業務への移行

キャリアアップ（派遣先での直接雇用等） 等

キャリア形成支援

キャリアコンサルティングの実施

（派遣業務への理解促進、希望する働き方の検討など）

教育訓練の実施による能力向上 等

公正な評価
適切な時機に、職務の内容・成果、意欲、能力等を評価

適切な能力・経験調整指数の当てはめ

派遣労働者の希望に応じた評価結果のフィードバック

キャリアコンサルティング受講の勧奨 等

（参考)指針のイメージ

派 遣 元派 遣 労
働 者

派 遣 元
派 遣 労
働 者派 遣 元

派 遣 労
働 者

派 遣 元派 遣 先
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イ 派遣先の配慮義務の明確化
①派遣労働者が利用できる施設として「駐車場」を明確化
②派遣元からの評価情報提供の依頼に協力すること
③派遣料金の交渉に一切応じない場合は、法の趣旨に反する（指針で明確化）

ウ その他（制度運用の改善）
①過半数代表者の選出方法の適正化
②労使協定の周知が不十分な場合は「違法・無効」とすべきとの意見も踏まえ、周知の重要性が強調
③非正規労働者の意向を十分に考慮して待遇を決めることが重要
④行政ADRの活用、好事例の共有など、行政による履行確保の強化

（４）公正な評価・派遣先の協力・その他の改正点

（参考）行政ADRの案内チラシから抜粋
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• ご質問については、質問票にご記入の上、メールでお願いい
たします。
（送付先）14kn-jukyuu_s@mhlw.go.jp

• ミーティング（セミナー）退室後、又は終了後にアンケート
画面が開きますので、ご回答をお願いいたします。

長時間に渡りご清聴いただき、誠にありがとうございました。


